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１．令和２年度の主な周知・啓蒙活動

 令和元年度の課題
• 発注側と受注側の認識のズレを埋めるための方策
• 手形サイトが120日に偏っており、短縮及び現金化の方策

 発注側/受注側の認識乖離の調査の一環として、受注側の定義
を周知（令和２年２月）

 令和元年の課題と対応方針を盛り込んだ自主行動計画の改定を
実施（令和２年７月３１日）

 改定版の会員へ周知
• ホームページおよびメールにて会員へ周知（コロナ禍）
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２．令和２年度フォローアップ調査結果（概要）

 調査期間：令和２年１０月６日～１０月２８日
 調査企業：日本半導体製造装置協会の会員企業３４社を対象
 回答企業：２１社（昨年度２０社）
 回答率 ：６１％（昨年度５７％）

概観
① 単価決定への協議は発注・受注とも全社実施済＜改善＞
② 原価低減要請の適正化は、発注・受注とも全社実施済＜改善＞
③ 型管理は、昨年より改善か一部改善の回答が全社＜改善＞
④ 支払いの現金化は、昨年と＜同等か悪化＞している。改善計画
の状況は＜若干改善＞しているが、未実施の主な理由として
「社内合意が困難」を挙げている。
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３．令和元年度フォローアップ調査結果と分析
重要改善指標 ④-5 下請・大企業間の取引支払いの現金化

下請支払い・大企業間支払いの現金化

＜課題＞
 手形支払いは、現金と５０％以上に両極に偏る
 手形サイトは、１２０日以内と１２０日超の長期サイトに偏る
 改善計画が未実施の理由として、「社内合意が困難」をあげている

＜今後の方針＞
 社内合意が困難な理由を調査し、改善につなげる
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５．今後の取組

 会員企業同士の意見交換会を開催し、適正取引を推進する
（主要課題：取引の現金化計画、型管理のルール・マニュアル等）
令和３年度中に１回実施予定

 パートナー（サプライチェーンの上流である部材業界）の団体と
の交流を推進し、受注側の情報入手・分析する

 パートナーシップ構築宣言について取り組み状況を把握し、啓
蒙・推進する




